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産業別高齢者雇用推進事業 

鉄鋼業における高齢者雇用の背景 

１．鉄鋼業の雇用状況と高齢化の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．高齢者雇用の経緯と意義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

鉄鋼業 

鉄鋼業高齢者雇用の手引き 
      社団法人日本鉄鋼連盟 

鉄鋼業高齢者雇用推進委員会 
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鉄鋼業においては、従業員の高齢化が進み、現在企業の中核となっている

50 歳台が、今後数年単位で定年退職期を迎え、特にベテラン技術者の減少

により、技術力は大きな影響をこうむると考えられています。こうした技術者の

知識・技能・経験を早急に若手世代に伝承する必要性が高く、本手引きで

は、再雇用の高齢者を教育要員として現業部門で活用する、いわゆる「技能

伝承」について取り上げています。是非ご活用ください！ 

平成１５年度 

 業界の従業員数は減少している。 

 新規採用の抑制・停止、大規模な出向を行う

ことで雇用確保に努めてきた。 

 従業員の高齢化が進み、今後現在 50 歳台の

従業員が近い将来定年年齢を迎える。 

 高齢者雇用を推進する際に「若年者とのバラ

ンス」や「出向者も含めた全員雇用の難しさ」

など課題が生じている。 

【
要 
旨
】 

 従来から再雇用を実施している企業に加え、2

２００３年度より多くの企業が、新たに高齢者

雇用制度をスタートさせた。 

 業界の雇用状況を勘案して、希望者すべてを

雇用することは困難としても、高齢者の技能、

経験等を活用し、要員不足への対応、また技

能の継承を行う必要性は高い。 

【
要 

旨
】 
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鉄鋼業高齢者雇用推進ガイドライン 

 

高齢者雇用に関する制度の現状 

１．継続雇用の方法 

 

 

 
 

 

２．鉄鋼業における高齢者雇用制度の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

３．処遇制度の整備 

 

 

 

 

 

 
 

４．制度整備の進め方 

 

 

 

 

 

 
 

高齢者雇用に関する活用の現状 

１．職域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

２．働き方 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

セカンドライフ支援 
 

従業員一人ひとりが自らのエンプロイヤビリティ（雇用

され得る能力）の向上に、遅くとも中高年の時期から計

画的に、主体的に取り組むことが、今後の高齢者雇用の

職域や就労可能性を拡大する条件となる。 

企業としても従業員の就労に関する意識の多様化を

踏まえた能力開発、キャリア形成、セカンドキャリア支援

に配慮することが求められる。 

 

 現在、日本の企業では高齢者の雇用機会を

提供する方法として、主に「再雇用制度」が採

用されており、本業界も同様の状況である。 

【
要
旨
】 

 本業界で導入されている現行制度をみるかぎりで

は、従前の賃金を基準として減額を行い、これに

公的給付を活用する賃金制度設計を行っている

場合が多い。 

 賃金決定の細部では、60 歳時賃金からの減額方

法や仕事内容による格差のつけ方等にバリエー

ションがあり、賞与決定にも若干の差異がある。 

【
要 

旨
】 

 業界では約半数の企業で、高齢者雇用制度が

導入されている。 

 全社が再雇用の条件を「会社の認める希望者」

とし、配置については、「現職継続を基本」とし

ている。 

 雇用期間は 3 ヶ月～1 年と設定され、最高雇

用年齢を公的年金支給時期との関係で定めて

いる企業が多い。 

 短時間勤務（パートタイム、ハーフ勤務など）を

認める企業が 15 社中 6 社ある。 

【
要 

旨
】 

 具体的に制度整備を始める準備段階で、各部門

で高齢者の要員ニーズがあるかどうか、配置を実

施する上で配慮すべき事項があるか（能力、職場

との調和等）を把握することが重要である。 

 従業員の就業ニーズについても、処遇や働き方

など制度の設計にとり参考となるので、制度導入

前に把握するのは有効である。 

【
要 

旨
】 

 高齢者を配置している 23 社における高齢者の

業務は、80％が製造の現業、13％が事務・管

理、1％が製造の指導・管理的役割、6％がそ

の他（守衛、寮管理等）である。 

 仕事内容は、81％が定年前と同様、9％が 50

歳台ないし定年時の配置換えを経ている。

（10％は不明） 

 高齢者が蓄積した技能、経験等を現場のニー

ズに応じて活用する「技能伝承」は広く行われ

ている。 

 高齢者への配慮、安全の徹底には、職場の理

解と協力が必須であり、また、本人が働く意欲

を維持できるような環境づくり・仕組みづくりが

必要である。 

【
要 

旨
】 

 勤務形態としては、57％が日勤／42％が深夜

勤務ありとなっている。また 78％がフルタイム

／22％がパートタイムとなっている。 

 短時間勤務が可能であれば、高齢者雇用制度

の柔軟性は高まるが、実際の職場において短

時間で対応できる業務があるのか、フルタイム

の業務と調和が取れるのかどうかなどを検討

すべきである。 

【
要 

旨
】 

＜企業による支援事例＞セカンドライフコース制度 
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